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１ はじめに 

相澤病院は同一法人内に急性期・回復期・生活期までの

リハビリテーション（以下「リハビリ」という。）を提供

できる体制があり、必要な患者には復職を目標として掲げ

るとともに関連機関と連携して積極的に復職支援に取り組

んでいる１）。 

佐伯ら２、３）によれば、脳卒中後の復職率は軽症まで含

めてもおよそ30％と報告しており、すべての脳卒中患者が

復職に至るわけではない。また、脳卒中後の復職が他の疾

患と比べて問題になるのは、就業能力に対する直接的影響

（身体障害・高次脳機能障害など）が大きいことであると

述べている４）。一方、医療機関側の問題は、医療制度改

革により医療提供が急性期・回復期・維持期と分業された

ことにより、発症から復職までの一貫した支援が難しく５）、

就労支援のノウハウの蓄積や専門性の不十分さが課題と

なっている６）。 

今回、脳卒中により右片麻痺と失語症を呈した症例に対

し、発症早期より復職を念頭に置いた支援を行い、発症１

年４ヶ月後に復職に至った症例を経験したので報告する。 

 

２ 症例報告 

50歳台の男性。左被殻出血（CT分類Ⅲa）。入院時の

National Institutes Health Stroke Scoreは15点と中等症

であった。家族構成は妻と中学生・高校生の子供２人との

４人暮らし。職業は会社員で、管理職としてデスクワーク

を中心に現場に出向いての機械操作・管理および取引先と

の商談などをされていた。本人の収入が生活の経済的基盤

であった。家事は妻のサポート程度に洗濯や料理も一部実

施し、休日は畑仕事もされていた。 

 

３ 経過 

(1) 入院中のリハビリ支援 

 発症13日目に回復期リハビリ病棟へ入棟。入棟時、高次

脳機能障害や重度の運動性失語、右片麻痺を認め（表１）、

日常生活動作（以下「ADL」という。）は介助が必要な

状態であった。当初の目標は、身体機能の改善および

ADLの自立、言語機能としては口頭での簡単なやり取り

の獲得、最終目標は自宅生活の獲得、自動車運転の再開、

復職と設定しリハビリを開始した。発症２ヶ月後、T字杖

と短下肢装具で歩行は可能となり、病棟内ADLは自立と

なった。その頃の本人は、仕事復帰へ見通しが立たないこ

と、経済的な生活不安などを背景に焦りや落ち込みがみら

れていた。そこで、発症から３ヶ月後、会社担当者、本人、

家族、療法士でカンファレンスを開催し、経過と現状の報

告、さらには復職時に想定される問題点などを話し合った。

会社側は受け入れに協力的であり、復職の条件として

ADLが自立すること、パソコン操作等の事務作業ができ

ること、通勤が安全にできることを挙げた。この話し合い

を通して復職に必要な条件と課題が明らかとなり、本人の

不安は幾分軽減されることとなった。発症４ヶ月後に自宅

退院となり、退院後は基礎体力の向上と安全な屋外活動の

獲得を目的に訪問リハビリを、失語症に対する言語機能改

善と自動車運転再開に向けた評価・復職支援を目的に外来

リハビリを導入した。 

(2) 退院後のリハビリ支援 

退院後は訪問リハビリの介入により、家事動作や屋外作

業（畑作業など）を本人の役割として獲得した。外来リハ

ビリでは、通勤手段の獲得を目的に自動車運転支援を開始

した。神経心理学的検査や簡易自動車運転シミュレーター

の検査を経て、業務提携している指定教習所の改造車両

（左足でのアクセル・ブレーキ、左手でのウィンカー、ハ

ンドル旋回装置）を用いて実車評価を実施した。運転技術

の習得に複数回の練習を要したが、発症から１年５ヶ月後

に運転再開となった。 

復職支援は、発症７ヶ月後に本人と家族に対して障害者

就業・生活支援センターの就業生活支援ワーカーの活用を

提案した。会社に出向いての直接的なリハビリ支援を行う

ことや社会的に認識が不十分な高次脳機能障害の理解を職

場へ促すことは、医療機関のみでは限界があるからである。

就業生活支援ワーカーの導入について同意を得たのち、就

業生活支援ワーカーに対し、経過と現状、復職時に想定さ

れる問題について情報提供を行った。発症９ヶ月後、就業

生活支援ワーカーは療法士からの情報をもとに会社へ訪問

し、実際の環境や業務内容をみながら復職後に提供可能な

業務について会社側と検討する一方、会社側への支援の説

明を行った。発症12ヶ月後、本人、家族、会社担当者、就

業生活支援ワーカー、療法士を交えてカンファレンスを開

催した。会社側からは６つ程の仕事内容を提示されたが、

専門性が高い内容が多く、本人の業務として実施可能か判

断が難しかったため療法士が職場訪問を実施した。職場訪

問では、実際の仕事内容と環境、他職員とのコミュニケー

ションの様子を確認した。失語症による他者とのコミュニ
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ケーションの制限やデスクワーク時間の増加を考慮し、テ

レワークの導入について会社側へ提案した。その後、複数

回の試し出社を経て、発症後１年４ヶ月で正式な復職と

なった。復職時の勤務形態はフルタイム勤務（週１回テレ

ワーク）であった。復職後も新たに生じる問題点について

聴取し対応するため、月１回の外来リハビリを継続したが、

問題なく業務が継続できていたため、発症１年９ヶ月後に

当院でのリハビリフォローは終了となった。 

 

表１ リハビリ評価結果 

 初期評価時 退院時 終了時 

上田式12段

階片麻痺機

能検査 

上肢１ 

手指０ 

下肢１ 

上肢７ 

手指４ 

下肢９ 

上肢８ 

手指４ 

下肢８ 

言語機能 重度の 

運動性失語 

中等度の 

運動性失語 

同左 

高次脳機能 全般性注意

障害 

右半側空間

無視 

配分性注意

機能の低下 

聴覚的な情

報処理能力

の低下 

同左 

 

４ 考察 

杉本ら７）によれば、早期から家族や医療者による復職

の働きかけがあり、本人の復職に対する意欲がある方が復

職しやすいと報告している。本症例の場合、家族からの全

面的な協力が得られたこと、医療スタッフが入院早期より

復職を念頭において一貫した支援が継続できたこと、本人

自身が「家族を養わなければならない」という強い気持ち

と意欲を持ち続けたことが復職を成し得た要因であると考

える。一方、佐伯８）は企業に関わる要因として雇用主の

受け入れ姿勢をあげているが、本人の勤務していた会社側

も本人の障害や気持ちに理解を示し、就業生活支援ワー

カーの導入や医療スタッフの職場訪問を受け入れ、我々の

助言に対して業務内容や勤務形態（テレワーク導入）の調

整および他職員と関われるような環境を整えてくれたこと

は大きな要因といえる。高次脳機能障害は目に見えない障

害であるため、神経心理学的検査の結果や限られた生活場

面の様子を伝えるだけでは正確な理解は得られない。医療

スタッフが、職場訪問を通して会社側と高次脳機能障害に

よる問題を共有しながら、就労場面での対応や活かせる能

力について直接検討出来たことは復職に良い影響を与えた

と考えられる。  

また、本人にとって自動車運転が再開できたことも復職

するうえで大きな要因であった。本人が居住している地域

は公共交通機関の利用が不便な地域であり、通勤手段とし

て自動車運転はなくてはならないものであったからである。

疾病がコントロールされたうえで、安全に運転ができるま

で身体機能や高次脳機能を高め、公安委員会、医療機関、

教習所が連携して評価するプロセスをとることで、安全な

自動車運転再開に繋がるものと考える。 

 

５ 結論 

回復期リハビリ病棟は時間を掛けてリハビリを実施でき

るが、目標の中核はADL向上と在宅復帰に偏重している

昨今、復職を希望する脳卒中患者に対しては、発症早期か

ら復職を念頭に置いた介入と家族、会社担当者との連携が

必要である。また、実際の復職にあたり職場訪問を通じて

復職に想定される問題点を十分に検討し、業務内容や環境

を調整することが重要と思われる。 
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